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＜要 約＞ 
資産概念と評価の問題について、伝統的会計学と現行の会計学との違いについて研究を行
った。その際、資産概念に関連して発生する貸借対照表能力についても検討を加えた。伝統
的会計学は、資産概念を財務諸表の項目に限定していたため、貸借対照表能力のとの間に大
きなズレはなく、仮にあったとしても解釈の仕方でその溝は埋められた。しかしながら、現
行会計制度の資産概念は経済一般属性概念であり、それは会計の枠組みを超えた資産概念で
あるため、貸借対照表能力との間に大きなズレを生じている。このような課題について研究
を行った。 
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1．はじめに  
1960 年頃までは、ドイツ中心の動態論（収益・費用観）の全盛時代であった。1960 年代
になると、アメリカから会計革新思想がにわかに主張され始め、意思決定中心の会計観が台
頭する。いわば、1970年代の会計革新を予兆させるような会計学の台頭であり、前期前衛的
会計革新時代と呼びうるものである。ASOBAT（A Statement of Basic Accounting Theory, 
1966）の二欄・多元評価論の主張や、利益細分論の主張が華々しく展開され、その中心テー
 
会計上の資産概念と評価の構造  
～資産概念の不完全性と貸借対照表能力に関連して～ 
 
A Structure of the Concept and Valuation of Asset in Accounting 
― With Reference to the incomplete Concept 
of Asset and“Bilanzfähigkeit”― 
 
高 木 泰 典 
Yasunori TAKAGI 
 
研究論文 
64  嘉悦大学研究論集 第53巻第2号通巻98号 平成23年3月 
マは、意思決定と評価理論の課題に終始した。1970 年代になると、FASB や IASC（のち、
IASB）の設立を通じ、本格的会計革新の時代に突入する。ドイツを中心勢力として発展して
きた伝統的会計学の時代には、会計目的は、損益計算であった。学説の基本的類型としては、
費用動態論、現金動態論、資金動態論に分類されるが、資産概念との関連で、それぞれ、資
産費用説、資産現金説、資産資金説と呼ばれることも多い。3 学説とも貨幣動態論であり、
評価は原価主義であったが、その根拠は、収支計算がアルファでありオメガであったためで
ある。これに対し、アメリカを震源とする実質優先思考の台頭はドイツ型の動態論（収益・
費用観）を否定し、資産・負債観に基づく会計革新をもたらすことになる。資産・負債観の
立場に立つ今日の会計学は企業価値評価が主たる目的であるため、会計の本質的テーマは、
資産概念と評価論の領域に焦点があてられている。かつての伝統的会計学では、資産概念は
財務諸表上の項目から計算技術的に説明するものであった。それでもなお、資産概念と貸借
対照表能力の間にきしみを生じさせている。資産費用説では、本来、貸借対照表能力を持つ
べきである現金項目のような貨幣性資産の貸借対照表能力が否定され、大きな疑問が投げか
けられた。こうした資産概念の不完全さは、伝統的会計学同様、今日、再び生じている。そ
こで、本稿では、こうした問題の究明をしてみたい。なお、伝統的会計学に対立する会計学
を現行会計制度としたのは、国際会計をはじめとする制度会計が理論領域を内包しているか
らである。 
 
2.  費用動態論（収益・費用観） 
(1) 資産概念と評価 
伝統的会計学において世界の正統派校と云われた大学が三つある。それは、三人の会計学
の巨人によって打ち立てられたものである。ケルン大学のシュマーレンバッハは、
Dynamische Bilanz『動的貸借対照表論』に先立ち、1919年に Grundlagen dynamicher 
Bilanzlehre『動的貸借対照表の基礎』を出版して、会計学を目的論の立場から静態論と動態
論に類型化し、20世紀の会計学のあるべき姿を示した。その後、彼は、ケルナーシューレの
総帥として君臨した。一橋大学の太田哲三は、大正 11年（1922年）2月、『商事経営』に掲
載した論文「会計上の資産」において、資産費用説を説き、同年 11 月に、雑誌『会計』に
経費分割の原則いわゆる、費用配分論を展開して費用動態論の礎を築いた。イリノイ大学の
リトルトンは、ペイトンとともに、An Introduction to Corporate Accounting Standards『会
社会計基準序説』を 1940 年に表し、徹底的な動態論を主張している。三巨人のうち、シュ
マーレンバッハの理論は、財貨思考と貨幣思考が混在している点で、単純に理論分析は行え
ないものの、結論的には、収益・費用・収入・支出の 4つの計算項目の組み合わせによるビ
ランツ・シェーマの展開に終始し、資産概念も計算技術的概念の性格を持つに至っている。
シュバーレンバッハに対して、太田哲三、リトルトンの思考は単純明快である。太田哲三は、
財貨に対する迷いがなく、典型的なディナミーカーであり、資産概念は貨幣計算をベースと
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する計算技術的性格を持っている。太田は、福田徳三の「費用は資本なり」に啓発されて、
資産費用説を展開している1) 。資本は抽象名詞であり、資産は具象名詞であるから、費用は
資本なりとは、まさに、費用は資産なりである。福田は、「費用も貨幣価値なり」という言葉
も残しているが2) 、太田哲三は、物に価値があり、そこで資産として計算されるという当時の
考え方を否定し、逆に費用を資産と認めることによって価値があると主張している。資産は
支出の結果物であり、解消することにより費用になるという考え方は、当時としては革新的
であったと考えられる。資産は支出の結果物であることから、その資産概念は費用の倉庫で
あり、費用庫であり、さらには、コスト・プールである。資産費用説は、貸借対照表の資産
は将来費用、損益計算書の費用は当期費用であり、その意味で貸借対照表は将来の損益計算
書、損益計算書は当期の損益計算書ということから、損益計算一元論の論理構成が形成され
る。 
 資産は、支出の結果であり、やがて解消すれば費用となるという論理から、資産は支出額
によって自動的に評価されるため、取引価額がそのまま資産評価額となる。費用動態論の評
価は、過去の支払い事実によって自動的に決定されるので、無評価主義的評価論とも評価抹
殺論ともいいうるものである。もともと、評価という言葉は、値踏みをするということであ
るが、費用動態論においては、物の値踏みは一切排除される。過去の取引によってもたらさ
れる経験的支払い事実以外との結合関係は持たない。費用動態論は、金銭会計であるという
ことが基本にあり、収支計算こそ会計のアルファでありオメガである。云い換えれば、この
会計学の中心思考は、貨幣の会計学であり、企業が保有する資産は、企業外部の時価の拘束
は受けないということである。したがって、評価は、費用動態論では、取引における給付の
入と取引対価の貨幣の出のうちの貨幣の出によってのみ決定される。資産は、支出の結果物
であり、やがて解消すると費用になる、すなわち、資産は将来費用という論理からすると、
資産の評価は過去の支出額であり、過去の価値であり、過去の客観的測定数値以上の何物で
もない。 
  
(2) 資産概念の不完全性と貸借対照表能力 
伝統的会計学の資産概念は、収益・費用・収入・支出の４項目の組み合わせによる極めて
計算技術的なものであり、そのため、資産概念と貸借対照表能力との間には現在の会計に見
られるものと異なり財務諸表項目間の調整に終始した。しかしながら、それでもなお、シュ
マーレンバッハの例に見られるように、現金項目の費用性につて、激論が交わされた。同じ
資産費用説の太田哲三に対しても、現金の資産能力に疑問を投げかけたのは、ほかでもない
岡田誠一であると太田自身は回想している 3)。 土地や棚卸資産の固定在高のような中性資産
はいずれも永久資産であるが、土地はその実体が費用化しないのに対し、棚卸資産の固定在
高は、その実体ではなく固定在高いわゆる、一定額が費用化しないものの費用性概念と貸借
対照表能力の間に違いを生じる。資産費用説では、このように資産概念の不完全性が問題に
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なり、これに対する解決策は、概念の変更ではなく本来費用にならない筈の貸借対照表項目
の費用性の説明に終始する。現金、いわゆる貨幣性資産や棚卸資産のうちの固定在高さらに
は土地については、費用化しない資産であるから、資産費用説の論理に合わない。資産が費
用化しないということは、それらの項目が損益計算に参加しないという意味で、ノイトラリ
ジールング（Neutralisierung）といわれるが4) 、ノイトラリジールングされる資産すなわち、
中性資産が、なぜ、貸借対照表能力を持つのか不可解である。中性資産は、資産費用説では
貸借対照表能力からすれば邪魔な存在であるが、貸借対照表が 2期間の損益計算書をつなぐ
期間的連結帯と解釈されたため5) 、これらの項目を貸借対照表から排除することはできなか
った。貸借対照表は、その性格、機能、能力、そのことごとく損益計算の補助手段であり、
まさに、貸借対照表は、2 期間の損益計算書をつなぐ連結機能ということになる。このこと
こそが、費用概念と異なる中性資産の貸借対照表能力を剥奪しない理由でもある。もっとも、
中性資産についても、費用性の説明について、手をこまねいていたわけでもない。現金項目
のような貨幣性資産についての費用性の解釈には、2 つ接近法がとられた。その 2 つとは、
過去の費用性資産に関連させて理解する方法と将来の費用性資産に関連させて理解する方法
である。前者は、リトルトンによるもので、現金の価値性が強調されている6)。一方、後者の
説明は、太田哲三によるもので、貨幣性資産の価値性、資金性は認識されているものの、貨
幣性資産→費用性資産（商品・固定資産）→販売による売上原価・価値移転による減価償却
費→費用の図式でわかるように貨幣性資産の費用性の側面が強調されている7) 8)。現金項目の
ような貨幣性資産の費用性の 2つの方法による説明を受け、資産の本質を説く資産概念と貸
借対照表能力との間には、一見、ズレが解消したように思われるが、しかしながら、貨幣性
資産の費用性の説明に対しては、太田自身も認めているように配当に充てられる現金項目と
仕入れ、原材料の購入に充てられる現金項目とは異なっていると告白している。貨幣性資産
の費用性について完全に解決されていないことがこの説明でもわかる 9)。したがって、資産
概念の不完全さが、貸借対照表能力との間にズレを生じせしめている。 
また、中性資産のうちの土地についての費用化、すなわち、土地が費用概念で説明されな
ければ、現金項目同様、資産費用説と貸借対照表能力との間にズレを生じる。そのための説
明論法は、至極簡単な手法で解決されている。土地の償却期間を無限大と仮定すると、土地
も永久資産、償却不要資産ではなく、無限大期間にわたって費用化されていると考えられる。
中性資産としての土地も、費用概念で統一されるのであるから、資産の費用性と何ら矛盾し
ないことになる。ただし、実務上は、償却費がほぼ、ゼロなので非償却性資産として処理さ
れているだけであると、この説では説明している。では、棚卸資産の固定在高についての費
用化については、たとえ価値が固定化しても、個々の実体が費用化するから問題なしとする
のか、疑問が残る。いずれにしても、資産概念を費用と定義したことによって発生する貸借
対照表能力との間のズレの問題は、資産定義の狭隘性、計算技術性からもたらされるもので
ある。伝統的会計学においては、資産概念は会計が定義して初めて存在するという計算擬制
会計上の資産概念と評価の構造 高木 泰典  67 
概念と実財産主義の貸借対照表能力との戦いであった。貸借対照表は、歴史的には財産目録
の要約表として出現してきたことを考えると、本来、貸借対照表の記載能力を持っていた項
目が、資産費用説を採用することによって、貸借対照表から排除されることになる。そのた
めの詭弁的手法が、先に示したような貸借対照表を 2期間の期間的連結帯と見なし損益計算
に関係ない項目を原価のまま放置する、いわゆる中和化論であった。  
 
3．伝統的会計学における資産概念の現代的意味 
(1) 先駆的理論の継承 
国際会計をはじめとする現行の会計制度における資産概念のルーツはペイトンの価値概念
のほか、典型的な動態論にも内在している概念である。1960年までの期間は、伝統的会計学
時代であり、1960 年代は、ある意味、意思決定中心の会計学時代であり、1970年代以降は
FASBや IASC（IASB）を中心とする会計学時代である。伝統的会計学時代はドイツを中心
に資産費用説が展開され、1960年代は意思決定の理論が米国を中心に展開された時期でもあ
る。現行の会計学が意思決定を志向している点で、1960年代の意思決定と評価の取り組みに
基づく会計革新は無視しえない時代でもある。しかしながら、現行の会計につながる資産概
念の系譜は以外にも、1960年までの伝統的会計学時代のシュバーレンバッハにもその考え方
は潜んでいることを我々は理解しておかなければならない。もちろん、直接的関わりは、後
述するように、バッターであることは云うまでもないことである。意思決定と評価、意思決
定と資産概念、この２つの課題こそ現行の会計学を説く鍵でもある。現行の会計学は、まさ
に、こうした資産概念の先駆理論を継承するものであり、また、ドイツ会計学を粉砕する契
機となった 1970 年代の意思決定論中心のアメリカ会計学の思考をある意味で受け継ぐもの
である。 
 
(2) シュマーレンバッハの前給付概念 
シュマーレンバッハ理論は、給付費消計算と収入支出計算の結合論であり、給付費消計算
の給付・費消は、物財を表し、収入支出計算の収入・支出は、貨幣を表すので、彼の理論の
原点は財貨思考と貨幣思考が混在するものであった。給付・費消は物財を表すことから、物
の会計学であり、評価は時価主義に論理的に結合する。一方、収入・支出は、貨幣を表すこ
とから貨幣の会計学の範疇に属するため評価は原価主義に結合する。岩田巌の指摘によると
シュマーレンバッハは評価の不確実性・恣意性から給付費消計算に対する時価要求を捨てて、
原価主義をとるに至ることになる10)。この結果、給付費消計算は収益費用計算に変貌し、彼
の理論は、収益費用計算（原価）と収入支出計算（原価）の結合、すなわち、収益・収入・
費用・支出の４つの計算項目の組み合わせによりビランツ・シェーマを展開する。彼の理論
を費用動態論と呼ぶ理由は、彼のこの理論的結末から見たもので、立論の出発点から見ると
貨幣思考と物財思考の混合物であるから、見ようによってその様相を異にする多面体的な謎
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の多い理論である。給付費消計算を収益費用計算にすり替えて原価評価し、収入支出計算の
原価評価に一致させた論理構造の奥に物財思考・時価の考え方が絶えず見え隠れする。彼は、
最終的には、給付を捨て収益に落ち着くものの前給付という用語は最後まで用いている。彼
は云う。「貸借対照表シェーマには、収支計算から生じる項目のほか、借方には支払手段、貸
方には資本金が示される。これを要約すると、借方には前給付（Vorleistung）、貸方には後
給付（Nachleistung）が示される。」11) 彼が収益費用計算と収入支出計算の結合からそのズ
レ項目を収容したものが貸借対照表である筈のものが、唐突に、要約すると貸借対照表の借
方は前給付、貸方は後給付とシェーマ化する根底には、資産の本質を収入支出計算に囚われ
た支出残余と考える以上に、物財思考に結び付けられたものを感じる。彼は云う。「給付とい
う用語は、企業が価値を創造するところのものをいう。」12) 給付か収益かいずれの用語を採用
するか、さんざん悩むシュマーレンバッハの姿は、彼の主著の第 5版では給付の概念という
節を設けていることからも推察しうる13)。ケルナーシューレの結末からすれば、物財思考を
捨てきれない彼の行き方は歯がゆいものがある。給付は財貨・サービスの創造・提供を意味
し、会計的には、収益を計上することであり、その意味からすると前給付とは、将来の利益
を見越すことの意味に解される。さらにいえば、前給付とは、払われた犠牲以上の将来の資
金回収を見越して、あらかじめ当期に為された支払額である14)。彼の思考の根底にある財に
よる価値の流れは、すなわち、価値会計は、現在の資産・負債観に通じるものがあり、それ
ゆえ、前給付の概念は、経済的便益概念と考えることもできる。前給付が、物財の将来の収
益稼得能力であれば、物財の価値評価は、現代的にいえば将来のキャッシュ・フローの現在
価値によって評価される。こうした一面をシュマーレンバッハ理論は持っていることを再確
認しなければならない。シュマーレンバッハは、物財思考を表面上放棄するものの、彼の思
考の原点には２つの資産概念が錯綜すると見ることができうる。給付費消計算を放棄した結
果の計算技術的資産概念と、本来、彼が思考している経済的資源から生じる経済的一般属性
概念である給付概念との２つの考え方のうち、後者の考え方は、まさに、今日の経済的便益
概念に通じるものがあると見ることを見落としてはならない。この意味で改めてシュマーレ
ンバッハの理論について再検討をする余地があるように思われる。 
 
(3) バッターの用役潜在性概念 
ドイツ型の伝統的会計学全盛時代には、バッターの理論（The Fund Theory of Accounting 
and Its Implications for Financial Reports,1947）は、資金動態論に属すると見られていた。
当時のドイツの学説類型からすれば、動態論は目的論中心の会計学であり利益決定論であり
すぎたが、これに対する批判から、自らを近代的静態論と名乗るル・クートルにより、分類
論に着目した名目的資本計算論が主張される15)。静態論は本来,財産計算論であるが、彼は時
価を放棄し、原価主義を採用することから資本管理の理論へと発展する16)。このような資金
に注目する静態論の影響を受けて、動態論と静態論の融合論としてドイツの資金動態論は形
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成される。その理論的骨子は、ビランツの拡張をして運動ビランツなどの計算技術的側面に
発展していく分類論中心の会計学、すなわち、資金を処理するためのビランツの拡張の課題
と貸借対照表能力の検討に終始することになる。これに対して、バッターにおいては、資金
の本質の論議を会計主体論から解き明かし、資産の価値創出面の論議に切り替えている。彼
の資産概念については、価値創出面に目を向けたことで、現行会計制度の経済的便益説に通
じるものがある。費用動態論いわゆる、資産費用説では、資産の価値犠牲面に着目し資産を
定義したのに対し、バッターの理論は、資産の本質を物に着目し、資産の価値創出、あるい
は欲望充足の側面から定義することが行われた。資産は、用役の潜在力、便益庫と定義され、
資産の利用を通じて用役や便益を享受しうるものである。このような用役の潜在性あるいは
経済的便益は、最終的には純キャッシュ・フローをもたらすことからすると、現行会計制度
に見られる資産概念の先駆的存在と見ることが出来うる。彼の操作主義の考え方からいえば、
資産は経済的概念で捉えられるものであり、変形され、交換され、貯蔵される用役の潜在性
あるいは可能性を持った将来の欲望を充足するためのものである。したがって、貸借対照表
のシェーマは、用役の貯蔵庫と資金拘束表である。伝統的会計学時代には、バッターの理論
は、資金を主体と考える非人格理論の提唱、操作主義の提言などの新しい理論展開がみられ、
その意味では高い評価を得ていたものの、肝心の資金会計面の評価は、会計技術的には従来
からあった資金運用表会計であり、計算技術的にはドイツの資金動態論に劣るもののとされ
ていた。しかしながら、今日では、バッターの資金計算は、正味運転資本の期間変動の詳細
を表す資金計算書のほかに資産の変動額を直接把握する営業報告書を作成することから、彼
の理論を単純に評価するのは過ちであるという再評価も行われている。いずれにせよ、バッ
ターの理論は、資産を用役の潜在性の概念、それは言い換えれば、資産の経済的便益概念を
主張するものであり、その他の構成要素をすべてこのような資産概念と関連を持たせている
点で、その思考は、資産・負債観に通じるものがある17)。バッターにおいては、費用動態論
が主張するような、資産は将来の収益に負担されるために待機している費用という定義では、
貨幣性資産の本質を理論的に克服できないという考え方から、資産の概念の転換を行った 18) 
という表現に見られるように、また時代的にも、伝統的会計学時代に主張された理論にかか
わらず、現行会計制度の資産概念の先駆的理論であると考えられる。 
 
4．現行会計制度における経済的便益概念 
（1）経済的便益概念と評価 
資産の経済的便益概念は、伝統的会計学の価値犠牲面からの転換からもたらされたもので、
資産を価値創造、欲望充足を課題とする用役潜在性の系統に属する概念である。用役の潜在
性の概念は物の持つ物財価値を表すもので、それは、企業に対する効用価値を表すものであ
るから、経済的便益概念の物財性、効用価値性と何ら変わることはない19)。用役の潜在性あ
るいは用役の潜在力と経済的便益概念は同質であるという見解は、ARS3（R.T.Sprouse 
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&.M.Moonitz, Accounting Research Study No.3.,”Tentative Set of Broad Accounting Principles 
for Business Enterprises,” AICPA,1962）をはじめ、多くの学者や機関によって支持されている。
用役の潜在性概念は将来企業に利益をもたらし、キャッシュ・インフローを発生させるとい
う点に着目すると、国際会計をはじめとする現行会計制度の採用する資産経済的便益観に近
い。実財産主義の時代の資産概念は、所有権と密接に結合した資産価値物観がとられてきた。
近代会計学で忘れてはいけないのは、ペイトンである。ペイトンは、経済学者であることも
あり、資産を価値物と定義している。彼は、一時期、リトルトンと組んで、『会社会計基準序
説』を表し、原価主義に豹変するが、やがて、時価主義に回帰し、資産概念も再び価値概念
に回帰したことで有名である。資産概念を価値物とする限り、その評価は論理的に見て時価
主義に結合する。ペイトンの資産とは特定の企業によって所有された物的あるいはそれ以外
の対価であり、企業にとっての価値であるという表現は、現在の経済的便益観に近い概念で
あり、その先駆的理論であるともいえる20)。バッターを介在し、FASB の資産概念も、国際
会計における資産概念も、ASBJの（討議資料）「財務会計の概念フレームワーク」も、資産
とは、経済的資源すなわち、経済的便益と定義している21)。経済的便益とはバッター流にい
えば、変形され、交換され、貯蔵される用役の潜在性を持った将来の欲望充足のための具体
物、すなわち、物の持つ物的価値を表わすのである。したがって、経済的便益概念を中心思
考とする会計学は、物の会計学の特性を持ち、評価はおのずと時価評価に結び付く。物には
値踏みが不可欠であり、したがって資産の経済的便益概念と時価評価は不分離の関係にある
と考えられる。時価評価としては、再調達価値をはじめとするいろいろな評価基準がとられ
てきたが、そのどれもが現在型の評価基準であった。ところが現行の会計制度で採られてい
る公正価値と云われる時価評価基準は現在型評価基準の枠を超えた時価基準がとられている。
評価基準を類型化すると、過去型の評価基準すなわち原価、現在型の評価基準すなわち時価、
未来型の評価基準すなわち割引現在価値と 3つに分類される。ところが現在では、時価の概
念が拡張され、今日の価値あるいは現在の価値を決定するということから、未来型の評価基
準である割引現在価値も時価評価としてとらえられている。再調達価値、カレントコスト、
リプレイスメントコストは、現在型の時価であるのに対して、公正価値は、現在型の時価評
価のほかに、本来からすれば未来価値である割引現在価値が取り込まれている。FASB が示
すように、現行会計制度の時価は、活発な市場価格、類似資産の価格のほかに、将来のキャ
シュ・フローの割引現在価値まで拡張されている。本質的検討をすれば、割引現在価値は、
現在型の時価評価とは異なる未来価値評価である。公正価値の評価内容は、したがって、現
在型の評価基準と未来型の評価基準との複合体であるということを理解しておかなければな
らない。しかし、それも、今日の価値、現在の価値による広義の時価であることには違いは
ないが、公正価値の概念には、再調達価値が入口価値を表すのと異なり、入口価値か出口価
値か、そのいずれなのか見えてこないことである。公正価値は、市場価格のような個別的時
価でなく、包括的時価である点に特徴がある点で、改めてインプットかアウトプットかを定
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義をしなければならない厄介な産物である。割引現在価値は、将来のキャシュ・フローの見
積もりは、現在時点ではあくまで見積もりであって、その後、期待したキャシュ・フローと
実績値が背離することがあることから多くの論者から採用が反対されてきた。基本型の評価
基準の体系は、過去型評価基準、現在型評価基準、未来型評価基準であり、その派生型評価
基準は、原価以下主義、時価以下主義であり、結合型評価基準は、低価法評価基準であった。
過去を振り返って、会計学は、理論上も制度上も、未来型の評価基準に手を出すことはなか
った。企業の実践可能性の原則に反する公正価値という評価基準を採用する論理は、ほかで
もない今日とられている資産概念にある。資産の本質が、用役の潜在性・経済的便益である
以上、現在の便益のみならず将来の便益、それはとりもなおさず、将来のキャシュ・フロー
をもたらすからである。 
  
(2) 創立費・開業費・内部創出のれんの資産性 
創立費・開業費すなわち、創業費の資産性については、最近になってスタートアップコス
ト・起業コスト（start-up cost）との関連で論議されることが多く聞かれる。もともと、創
業費、すなわち、創立費と開業費については企業の立ち上げのためのコストであり、企業活
動開始の重要な資源であり、その意味で、永久資産と考えることが出来る。資産を経済的便
益と定義するなら、起業コストの本質は、まさに、経済的便益を持つ資産であり、このよう
な資産の貸借対照表能力を奪うことは妥当かどうか論議を呼ぶところである。スタートアッ
プコストである創立費も開業費も、もともと、企業の生成、発展、維持のための支出である
から、実務上も早くから、その貸借対照表能力を認めてきた。日本を例にしても、これらの
創業費は、そのまま、継続企業の形成に貢献する支出であり、そのため、創立費、開業費す
なわち、創業費については、貸借対照表能力があるものとして、繰延資産説、無形固定資産
説が展開されてきた。日本における創業費についての繰延資産説、無形固定資産説の論議は、
シュマーレンバッハに通じる論議でもある22)。会計の歴史では、無形固定資産も繰延資産も
区別なく扱われたことがある。そうした時代背景の下、シュマーレンバッハは、のれん、す
なわち、グッドウィル（FirmenwertあるいはGeshäftswentではなく、彼は Goodwillを用
いている。）を、グッドウィルNr.1（Goodwill Nr.1）とグッドウィルNr.2（Goodwill Nr.2）
に分けている。Nr.1 は繰延資産の創業費に該当し、Nr.2 は無形固定資産ののれん、すなわ
ち、グッドウィルに相当する。シュマーレンバッハによれば、創業費は、経営を組織するた
めのコストであるから、一種のグッドウィルと考えている。無形固定資産としてのグッドウ
ィルは、スタートアップコストとしての創業費を多額に支出し、成否不明の企業を立ち上げ
る代わりに、他人がすでに創業し多額の収益を生み出している、いわば、優良企業を買い入
れることによって得られる経済的便益である。したがって、繰延資産としての創業費で処理
されるか、無形固定資産としてのグッドウィルとして処理されるかは、スタートアップコス
トが、将来の収益力について、テスト済みであれば、無形固定資産のグッドウィル、テスト済
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みでなければ、繰延資産の創立費と開業費の総計額としての創業費ということになる 23)。グ
ッドウィル Nr.1 は、支出額すなわち原価によって算定されるのに対し、グッドウィル Nr.2
は、予想の収益を資本化し、その額を決定するものである点である。このことは、グッドウ
ィル Nr.1 は、現代的表現をすれば、経済的便益を生じさせることが出来る事前評価が確実
であるということであり、グッドウィル Nr.2 は、その事前評価が不確実であるということ
である。シュマーレンバッハのこのような考え方を、チェンバースの分離可能性のフィルタ
ーにかけてみると、貸借対照表能力の点で、本質的な違いがあることが分かる。すなわち、
グッドウィル Nr.1 は、分離可能資産である特性から、貸借対照表能力を持つのに対して、
グッドウィルNr.2は、分離不能資産であるため貸借対照表能力はない。 
ひるがえって、資産の定義を経済的便益と考えた時、創業費（繰延資産）も本来、経済的
便益であるから、これを、資産概念から排除することは不可能である。創立費、開業費を資
産から排除するためには、経済的便益概念に垣根を設ける必要が出てくるが、これがチェン
バースの云う分離可能性の概念である。チェンバースの言葉でいえば、資産とはある実体の
保有下にある分離可能な手段であるという 24)。分離可能性については、すでに、野手裕之の詳
しい研究がある 25)。分離可能性の概念は、資産範囲の限定概念であり、それが、企業や部門
のような実体から分離することが可能である場合は貸借対照表能力を持ち、可能でない場合
は貸借対照表能力を持たない。制度的には DM7（FASB,Discussion Memorandum No.7, 
FASB,“An Analysis of Issues Related to Conceptual Framework for Financial Accounting 
and Reporting : Elements of Financial Statements and Their Measurement,” 1976）の規
定も存在した。この見解は、日本で比較的古くから主張されていた、繰延資産は譲渡不能資
産という見解に近いものであろう。 
 
(3) 経済的便益概念の不完全性と貸借対照表能力 
現行会計制度においては、経済一般属性概念が資産概念として採用されているため、資産
概念と貸借対照表能力との間に大きな溝が生じる。本来、会計とは、勘定計算を用いて、企
業の資本運動を貸借対照表と損益計算書によって把握するシステムである。伝統的会計学で
は先に検討したような色々な問題点はあるものの、資産概念の規定の仕方は、貸借対照表と
損益計算書の項目に限定されていた。費用動態論では、資産は同じ財務諸表内の損益計算書
に計上される費用との関連で定義されていた。現金動態論も同様に、資産の本質は、貸借対
照表内の現金項目との関連で定義されていた。資金動態論は、資産を原価評価することから、
資本管理の局面を重視する資本計算（資金計算）にそのルーツがあるため、貸借対照表の資
本（資金）に限定されていた。伝統的会計学においては、会計にとって最も大切な財務諸表
の枠組みの中で、資産概念の追求が行われ、ある種の緊張関係の下でその調整が行われてい
た。ところが、現行の会計においては、資産概念は経済一般の属性概念である経済的便益概
念・経済的資源概念がとられている。資産概念がこのように広くとらえられると、企業会計
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上、貸借対照表能力の範囲を超えた経済的便益項目が多々生じる。たとえて云えば、大きな
紙を広げ、そこから１枚のきり絵を切り出すようなものである。大きな紙とは、経済一般的
属性の経済的便益概念であり、そこから切り出される絵は、貸借対照表能力を持った財務諸
表上の資産である。では、絵の切り出しはどのように行われるのであろうか。それには次に
示すような、3つの回路のフィルターがある。 
1.  プラグマティズムから実質優先思考そして資産・負債観の論理から、たとえ経済的便
益があったとしても、実体のない資産については貸借対照表能力が排除される。 
2.  投資のポジションと成果に照らして貸借対照表の資産なのかどうかが決定される。
ASBJの（討議資料）「概念フレームワーク」26) によると、過去の取引または事象の結果
として、報告主体が支配している経済的資源であっても、貸借対照表と損益計算書が投
資のポジションと成果を開示するという役割を担っているため、たとえそれが経済的便
益であったとしても、貸借対照表能力を持つ資産は、その役割を果たすものに限られる。 
3.  資産の認識である。ASBJ の（討議資料）「財務会計の概念フレームワーク」27) によ
ると、貸借対照表能力を持つ資産は、投資のポジションと成果を果たすものであるが、
これは、さらに、資産の認識によって決定される。 
経済的便益という資産概念が貸借対照表能力を持つには、このような３つの回路のフィル
ターを経て判断される。伝統的会計においては、資産概念は企業にとっての経営手段として
の資産概念であった。これに対して、現行の資産概念は、投資目的に役立つ資産概念であり、
この目的に合致しないものは貸借対照表能力を持たないことがこの回路のフィルターから推
察しうる。現行の会計制度は、経済一般の属性としての資産概念→貸借対照表能力→貸借対
照表の作成→純資産の確定→純資産の変動としての包括利益計算→この内訳計算としての特
質を持つ損益計算の図式で描くことができる。経済一般の属性といった不完全な資産概念が
とられたために貸借対照表能力論を待って、はじめて会計上の資産に落し込める。 
 
結 論 
本論文のメインテーマは、資産概念とその評価であるが、資産概念を扱う場合には、必然
の結果として、貸借対照表能力の問題を回避することはできない。本論文では、こうした全
体像を念頭に置きながら伝統的会計学と現行の会計制度の比較を通じて資産概念と評価、こ
れに関連する貸借対照表能力についての研究を進めた。現行の会計制度における公正価値の
概念は、現在型評価基準と未来型評価基準を含む包括的評価基準であるため、完全時価会計
は、程遠く、今日の段階では、現実的には、時価と原価の複合型（併存型あるいはハイブリ
ト型）、さらに云えば原価、償却原価、時価、減損の複合型の評価体系がとられている。あた
かも資産属性別の評価体系の形態をとっている。今回は、このような個別の評価形態の問題
については、研究範囲から除外した。 
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4．資産とは、過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配している経済的資源をいう(2)(3)。 
(2) ここでいう支配とは、所有権の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、そこか
ら生み出される便益を享受できる状態をいう。経済的資源とは、キャシュの獲得に貢献する
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